



























































































































































































































































































昭和 15年 12月 7日に閣議決定された目指すべき経済




























































































































































































































































































































































2．商工調査 第 65号第 3巻「各國統制經濟に関す
る調査 第三巻 獨逸商工經濟の團體機構統制」
東京商工会議所，昭和 11年 9月。




























した『戦争の政治経済学』（The Political Economy of











































































































1．E. Schmalenbach, Grundlagen der Selbstkosten-
rechnungundPreispolitik, Leipzig, 1919, 2 Aufl., 1925,









2．A. Calmes, Die Fabrikbuchhaltung, 5 Aufl., Leipzig,
1922.
3．B. Penndorf, Fabrikbuchhaltung , Berlin, 1924.




5．A. Meir und H. Voss, Grundplan der Selbstkosten-





handel , Bd.1, Stuttgart, 1931.




8．K. Mellerowicz, Kosten und Kostenrechung , Bd.1,
Berlin−Leipzig, 1933.
9．E.Schmalenbach,DerKontenrahmen,Leipzig,1927,







































































































































































15）「物価統制大綱」昭和 14年 5月 5日，閣議決定，リサーチ
ナビ，国会図書館，http : //rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/
bib00197.php（平成 24年 5月 20日取得）。
16）「価格等統制令」昭和 14年 10月 18日，勅令第 703号，中
野文庫法令集，http : //www.geocities.jp/nakanolib/sakuin.
htm（平成 24年 5月 20日取得）。
17）柳澤『前掲書』144頁および 145頁。
18）増田知子「「立憲制」の帰結とファシズム」，歴史学研究
会・日本史研究会編『日本史講座 第 9巻 近代の転換』
所収，東京大学出版会，平成 17年，185－212頁。
19）「基本国策要綱」JACAR, Ref. A06033004700，国立公文書














































































































館，内閣，御署名原本，昭和 14年 10月 16日，第四條。
58）JACAR, Ref. A03022405400，第四條。
59）拙稿「陸軍経理組織の変遷と内部監査制度」『経理知識』
第 76号，平成 9年 9月。
拙稿「陸軍経理組織の変遷と内部監査制度Ⅱ」『経理知
識』第 77号，平成 10年 9月。
60）床井睦子「原価計算「統一・制度化」の歴史的意義」『會
計』第 122巻 6号，昭和 56年 12月。
61）「適正利潤率算定要領に関する件」JACAR, Ref. C
04122020600，防衛省防衛研究所，陸軍省大日記，陸支機

















































































































































78巻第 3・4号，平成 23年 4月。
山崎志郎「太平洋戦争後半期における動員体制の再編――航
空機増産体制をめぐって」『商学論集』（福島大学）第 59巻
































第 10 イギリス領近東の経済的価値（F. W.フェルナウ）
日本統制経済全集（全 10巻）
第 1巻 向井鹿松『統制経済原理』改造社，昭和 8年。
第 2巻 笠 信太郎『通貨信用統制批判』改造社，昭和 9年。
第 3巻 河合良成『価格統制論』改造社，昭和 8年。
第 4巻 井藤半弥『統制経済財政論』改造社，昭和 8年。
第 5巻 高橋亀吉『日本経済統制論』改造社，昭和 8年。
第 6巻 有沢広巳『産業動員計画』改造社，昭和 9年。
第 7巻 土方成美『統制経済政治機構』改造社，昭和 8年。
第 8巻 小島精一『日満統制経済』改造社，昭和 8年。
第 9巻 猪俣津南雄『統制経済批判』改造社，昭和 9年。
第 10巻 向坂逸郎『統制経済論総観』改造社，昭和 9年。
121わが国原価計算制度のドイツ化に関する一考察
